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相続の基礎知識



相続とは，個人が死亡した場合に，相続人が，死亡した人（被
相続人）の財産に属したいっさいの権利・義務を包括的に承継す
ることをいう。
相続は，被相続人の死亡によって開始する（民法882条。以下，
民法については条数のみ記載する）。相続の開始について，相続人
が被相続人の死亡の事実を知っているか否かは関係なく，また死
亡届や相続登記の有無も，相続開始の効果の発生時期を左右する
ものではない。

死亡の確認1

死亡の証明は，通常，戸籍によって行われる。人が死亡したと
きは，同居の親族等（届出義務者）が死亡の事実を知った日から
７日以内（国外で死亡したときは，その事実を知った日から３ヵ
月以内）に，死亡者の死亡地・本籍地または届出人の所在地の市
役所，区役所または町村役場に死亡届を提出する必要がある。死
亡届が提出されると，死亡の事実が戸籍に反映されることになる。
金融機関としては，相続事務の画一的処理のため，戸籍の記載
事項に照らして相続の開始について判断を行う。
死亡の事実が確実に証明されない場合であっても，失踪宣告ま
たは認定死亡に該当するときは，死亡したものと扱われて相続が
開始する。
▶ 1. 失踪宣告
不在者の生死不明が一定期間継続した場合，利害関係人（不在

関連過去問題
2021年3月

　問1・問29
2020年10月

　問1・問24
2019年10月

　問1
2019年3月

　問1・問24

直近４回試験の出題頻度 ★★★★

相続の開始1
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者の配偶者やその他相続人など）からの請求に基づき，不在者は，
家庭裁判所の審判（失踪宣告）により死亡したものと扱われる。
この失踪宣告には，普通失踪と危難失踪の２種類がある。
なお，失踪宣告を受けた不在者が生存すること，または，上記
の時期と異なる時に死亡したことの証明があったときは，家庭裁
判所は，本人または利害関係人の請求により，失踪宣告を取り消
さなければならない（32条１項）。
▶ 2. 認定死亡
ある者が水難や火災などにより死亡したことが確実であるもの
の，死体が確認されない場合には，その取調べをした官公署等が
死亡を認定し，市町村長に死亡の報告を行い，それに基づいて戸
籍に死亡の記載がなされれば，その者は戸籍に記載された年月日
に死亡したものと推定される（戸籍法89条）。これを，認定死亡
という。

相続開始後のタイムスケジュール2

相続開始後の一般的なタイムスケジュールは，次頁のとおりで
ある。

失踪宣告

重要用語

●失踪宣告の種類
種類 内容

普通失踪
（30条１項）

不在者の生死が７年間明らかでない場合，その７年の期間が満了した時に死亡し
たものとみなされる

危難失踪
（30条２項）

戦争，船舶の沈没など，死亡の原因となるべき危難に遭遇し，その危難が去った
時から１年間生死不明の場合に，危難の去った時に死亡したものとみなされる

相続税について
は，第３編を参
照。

参照

認定死亡

重要用語
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※�　①②③の起算点は，いずれも相続の開始があったことを知った日の翌日である（①につい
ては，民法の条文上は「相続の開始を知った時」であるが，民法の初日不算入の原則によ
り，実質的には②③と同様と解される）。

被相続人の死亡により相続が開始

遺言書がある場合は原則として遺言書に従う

戸籍謄本により相続人を特定

被相続人のプラス財産（預貯金，不動産等）・マイ
ナス財産（借金等）の把握

相続放棄，限定承認，単純承認のいずれかの決定

１月１日から被相続人の死亡日までの所得金額を税
務署に申告・納付

相続人全員の話合い・合意による遺産分割協議書の
作成

相続税が発生する場合に行う

相続した財産の名義・登記の変更

（
①
３
ヵ
月
以
内
）

（
③
10
ヵ
月
以
内
）

（
②
４
ヵ
月
以
内
）

相続の開始

遺言書の確認

相続人の調査・確定

相続財産の調査

相続方法の決定

所得税等の
準確定申告

遺産分割協議

相続税の申告・納付

財産の名義書換

●相続開始後のタイムスケジュール
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原　則1

民法は，相続人となりうる者について２つの類型を定めている。
第１類型は被相続人の配偶者，第２類型は被相続人の血族（血の
つながりがある者）である。
▶ 1. 【第１類型】被相続人の配偶者
被相続人に配偶者がいる場合には，配偶者は常に相続人となる

（890条）。
配偶者は，戸籍上の配偶者である必要があり，内縁関係にあっ
たとしても相続人になることはできない。これは，相続に関する
法律関係の画一的処理の必要上，誰が相続人であるかは形式的に
戸籍により明らかになった方がよいと考えられているためである。
▶ 2. 【第２類型】被相続人の血族
被相続人の血族には，次のとおり，グループごとに相続する順
位が付けられている。先順位のグループがいない場合にはじめて，
後順位のグループが相続することができる。
⑴　第１順位グループ：子
第１順位グループは，被相続人の子である（887条１項）。嫡出
子か否かは問わない。
なお，被相続人の死亡以前に子が死亡したり，相続欠格や廃除
によって子が相続権を喪失した場合でも，その子に子（被相続人
の孫）がいるときは，第２順位グループの相続人が相続するので
はなく，孫が子に代わって相続人となる。これを，代襲相続とい

関連過去問題
2021年3月

　問10
2020年10月

　問5・問41
2019年10月

　問9
2019年3月

　問6

直近４回試験の出題頻度 ★★★★

相続人の範囲と順位2
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う。
⑵　第２順位グループ：直系尊属（父母，祖父母）
第２順位グループは，父母や祖父母といった直系尊属である

（889条１項１号）。直系尊属は，被相続人に子や孫（第１順位グ
ループ）がいない場合に相続人となる。
なお，親等の異なる複数の直系尊属がいる場合（たとえば，父
母のほかに祖父母がいる場合）には，親等の近い直系尊属（父母）
のみが相続することになる（889条１項１号ただし書）。
⑶　第３順位グループ：兄弟姉妹
第３順位グループは，兄弟姉妹である（889条１項２号）。兄弟
姉妹は，被相続人に子や孫（第１順位グループ），父母や祖父母
（第２順位グループ）がいない場合に相続人となる。
なお，兄弟姉妹が被相続人の死亡以前に死亡したり，相続欠格
により相続権を喪失した場合でも，その兄弟姉妹に子（被相続人
の甥・姪）がいる場合には，甥・姪が兄弟姉妹に代わって相続人
となる。

代襲相続につい
ては，「2代襲相
続」参照。

参照

●相続人の順位と範囲
順位 範囲

第１順位グループ 子 子
※　孫，曾孫以下は代襲相続可

配偶者第２順位グループ 直系尊属 父母，祖父母，曾祖父母など

第３順位グループ 兄弟姉妹 兄弟姉妹
※　甥・姪（一代のみ）は代襲相続可

被相続人の配偶者は常に相続人となるよ。
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�　次の相関関係図から，相続人の範囲を示すと下記のとおり
である。

Ｅ（弟） Ａ

Ｄ（母）

Ｂ（妻）

Ｃ（子）

ＡＡＡ

①　この例では，Ｂ・Ｃが相続人となる。
②　Ｃがいない場合→Ｂ・Ｄが相続人となる。
③　Ｃ・Ｄがいない場合→Ｂ・Ｅが相続人となる。
④　Ｃ・Ｄ・Ｅがいない場合→Ｂのみが相続人となる。
⑤　Ｂがいない場合→Ｃのみが相続人となる。
⑥　Ｂ・Ｃがいない場合→Ｄのみが相続人となる。
⑦　Ｂ・Ｃ・Ｄがいない場合→Ｅのみが相続人となる。

代襲相続2

相続人になりうるのは，原則として，前記「1原則」で述べた
者である。もっとも，この原則を貫くと，相続に関して不公平な
事態が生じることがある。たとえば，子Ｂがたまたま親Ａより先
に死亡した場合，子Ｂが親Ａを相続できない結果，孫Ｃは親Ａの
財産を承継することができないことになる。
一方，もし子Ｂが親Ａより先に死亡していなければ，孫Ｃは，
子Ｂの相続を通じて親Ａの財産を承継できたはずである。このよ
うに，子Ｂの死亡という偶然の事情によって，孫Ｃが親Ａの財産
を承継できるか否かが左右されるというのは，上から下の世代へ
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という自然な財産承継に対する期待を考えると不公平である。
そこで，このような不公平を解消するため，民法は，代襲相続
の制度を設けている。
▶ 1. 制度の内容
被相続人の子または兄弟姉妹が，相続開始以前に死亡した場合，
および相続欠格・廃除により相続権を失った場合に，被相続人の
子の子（つまり孫）または被相続人の兄弟姉妹の子（つまり甥・
姪）が代襲相続人として相続人を相続することになる（887条２
項・889条２項）。
なお，相続放棄は，自分の系統（子，孫など）には遺産はいら
ないという趣旨の任意処分をしたものととらえることができるた
め，代襲相続の原因ではないことに注意を要する。
▶ 2. 再代襲
代襲相続することのできた被相続人の子の子（つまり孫）が，
被相続人より先に死亡したり，相続欠格・廃除により相続権を失
った場合で，その孫に子（つまり曾孫）がいるときは，その曾孫
が被相続人を代襲相続することができる（887条３項）。これを，
再代襲という。
この再代襲は，被相続人の子にのみ適用があり，被相続人の兄
弟姉妹には適用がない（つまり，曾孫は代襲相続できるが，甥・
姪の子は代襲相続できない）。
▶ 3. 代襲相続人と養子の資格を兼ねる場合
被相続人の孫が被相続人夫婦と養子縁組をしている場合に，そ
の孫の親（つまり子）が被相続人の生前に死亡したときは，孫は，
被相続人との養子縁組による子としての資格と代襲相続人として
の資格を兼ねることになる。このような場合，孫の相続分は，代
襲相続人としての相続分と養子としての相続分の合計となる。

再代襲
　　

重要用語

代襲相続
　　　

重要用語

相続欠格・廃除
については，第１
編「３相続人の
欠格・廃除」参
照。

参照

相続放棄につい
ては，第１編「６
相続の承認・放
棄」参照。

参照
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胎児と相続3

相続人は，被相続人の死亡時にその財産を承継する者であるこ
とから，被相続人の死亡時に，権利能力（法律上の権利・義務の
主体となることができる資格）を有していること，すなわちこの
世に存在していることが必要である（同時存在の原則）。
そして，人は，出生により権利能力を有することになるため（３
条１項），同時存在の原則をもし貫けば，被相続人の死亡時に胎児
である者は，相続人にはなれないということになりそうである。
しかし，胎児は，近い将来に出生して人として権利能力を取得す
るのであるから，生まれてくるタイミングが多少早いか遅いかに
よって，相続権の有無が異なるのは不公平である。そこで，胎児
は，相続についてはすでに生まれたものとみなされ（886条１
項），相続権が認められている。
ただし，胎児が生きて生まれなかった場合には，胎児に相続権
は認められない（886条２項）。この点に関連して，生きて生まれ
るかどうか未確定の胎児の段階で権利能力を認めるかが問題とな
るが，判例は，胎児の段階では権利能力を認めず，生きて生まれ
たときに，胎児の時に遡って権利能力があったとする考え方を�
取っている（停止条件説。大判昭和７・10・６）。したがって，
遺産分割を行う際には，胎児の出生を待ってから手続を行うこと
が現実的である。

養子縁組4

養子縁組とは，血縁関係とは無関係に，養親と養子の間に親子
関係（およびこれを通じた親族関係）を生じさせる制度である。
養子は，養子縁組の日から，養親の嫡出子の身分を取得する（809
条）。また，養子は，原則として養親の氏を称する（810条本文）。

胎児は，遺贈に
おいても受遺者
になれる（第１編
「14遺贈」参照）。

参照

権利能力
　　　

重要用語

養子縁組
　　　

重要用語
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養子縁組には，一般の養子縁組（以下，「普通養子縁組」とい
う）に加えて，特別養子縁組がある。その大きな違いは，普通養
子縁組の場合，実親との親子関係が継続するのに対して，特別養
子縁組の場合にはこれが終了する点にある。
▶ 1. 普通養子縁組

普通養子縁組とは，実親との親子関係を継続したまま，養親と
の間で新たな親子関係を生じさせる養子縁組をいう。養親との間
に法律上の親子関係が成立するものの，実親との親子関係が終了
するわけではない。したがって，普通養子縁組における養子は，
実親と養親の２組の親を持ち，養親が死亡した場合に養親の相続
人となるのみならず，実親が死亡した場合には実子として実親の
相続人になる。

要件 内容
縁組の成立 養親と養子の同意により成立し，実父母の同意は不要

養親となる
者

成人に達した者（792条）
※�2022年４月１日から成人年齢は18歳となるが，養親となれるのは「20歳に達し
た者」と定められており，成人年齢の変更後も養親となる者の年齢に変更はない

養親となる
者に配偶者
がある場合

養子となる者が成年者の場合，配偶者の同意が必要（796条本文）。ただし，夫婦共
同で養子縁組をする場合，または配偶者がその意思を表示することができない場合に
は，不要（796条ただし書）
養子となる者が未成年者の場合，夫婦共同での養子縁組が必要（795条本文）。ただ
し，配偶者の嫡出子を養子とする場合，または配偶者がその意思を表示することがで
きない場合には，不要（795条ただし書）

養子となる
者

養親の尊属または年長者は養子にはなれない（793条）
養子となる者が15歳未満のときは，法定代理人が養子縁組の承諾をする（797条１
項）

家庭裁判所
の許可が必
要な場合

養子となる者が未成年者のとき（798条１項）。ただし，自己または配偶者の直系卑
属（孫など）を養子とする場合は不要（798条１項ただし書）
養親となる者が後見人，養子となる者が被後見人のとき（794条）

成立までの
監護期間 特に設定なし

戸籍の表記 実親の名前が記載され，養子の続柄は「養子」「養女」と記載

普通養子縁組
　　　

重要用語

●普通養子縁組の主な要件
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▶ 2. 特別養子縁組
特別養子縁組とは，実親との親子関係を断ち切って養親と新た
な親子関係を生じさせる養子縁組をいう。普通養子縁組の場合と
違い，実親との親子関係は終了する（817条の９）。したがって，
特別養子縁組で養子になった者は，養親が死亡した場合に養親の
相続人となるが，実親が死亡した場合には実親の相続人とはなら
ない。

要件 内容

縁組の成立

養親となる者の請求（申立て）に基づき，家庭裁判所の審判により成立（817条の
２第１項）
実父母の同意が必要（817条の６本文）。ただし，実父母が意思を表示できない場
合または実父母による虐待や悪意の遺棄など養子となる者の利益を著しく害する理由
がある場合は，不要（817条の６ただし書）
実父母による養子となる者の監護が著しく困難または不適当であることその他特別の
事情がある場合において，子の利益のため特に必要があると認められることが必要
（817条の７）

養親となる
者

配偶者のある者でなければならない（817条の３第１項）
夫婦共同縁組でなければならない（817条の３第２項本文）。ただし，配偶者の嫡
出子（連れ子）の養親となる場合には単独で可（817条の３第２項ただし書）
年齢は夫婦ともに原則として25歳以上，例外的に一方が25歳以上であれば他方は
20歳以上でよい（817条の４）

養子となる
者

審判申立時において，原則として15歳未満（817条の５第１項前段）。例外とし
て，15歳に達する前から養親となる者に引き続き監護されており，やむを得ない事由
により15歳までに申立てができなかったときは15歳以上でも可（817条の５第２項）
審判確定時において，18歳に達している者は不可（817条の５第１項後段）
養子となる者が審判時に15歳に達している場合には，その者の同意が必要（817条
の５第３項）

成立までの
監護期間

養親の請求（申立て）後，６ヵ月以上の監護期間を考慮しなければならない（817
条の８）

戸籍の表記 実親の名前が記載されず，養子の続柄は「長男」「長女」等と記載

特別養子縁組
　　　

重要用語

●特別養子縁組の主な要件

112　相続人の範囲と順位

第
1
編



【執筆協力】

・香月　裕爾（小沢・秋山法律事務所所属：弁護士）

・清水　洋介（小沢・秋山法律事務所所属：弁護士）

・佐藤　良尚（小沢・秋山法律事務所所属：弁護士）

・石黒　英明（小沢・秋山法律事務所所属：弁護士）

・佐々木文美（弁護士）

定価は表紙に表示してあります。無断複製・転用等を禁じます。落丁・乱丁本はお取替えします。

　　銀行業務検定試験　公式テキスト　相続アドバイザー３級　2021年度受験用

2021年７月27日　第１刷発行 編 者
発 行 者
発 行 所

経 済 法 令 研 究 会
志 茂 満 仁
㈱経済法令研究会

〒162−8421　東京都新宿区市谷本村町3−21
電話  代表03−3267−4811　制作03−3267−4897

https://www.khk.co.jp/

営業所／東京 03（3267）4812　大阪 06（6261）2911　名古屋 052（332）3511　福岡 092（411）0805

制作／経法ビジネス出版㈱・根岸孝栄　印刷・製本／㈱日本制作センター

Ⓒ Keizai-hourei Kenkyukai 2021 ISBN978−4−7668−4405−4

☆　本書の内容等に関する追加情報および訂正等について　☆
本書の内容等につき発行後に追加情報のお知らせおよび誤記の訂正
等の必要が生じた場合には，当社ホームページに掲載いたします。

（ホームページ　書籍・DVD・定期刊行誌 メニュー下部の 追補・正誤表 ）


	前001相続3級-刊行にあたってCS6
	前002-004相続3級-目次CS6
	前005-008相続3級-学習の手引き・出題範囲CS6
	001-090相続3級-第1編CS6
	091-200相続3級-第2編CS6
	201-258相続3級-第3編CS6
	259-294相続3級-第4編CS6
	295-298相続3級-索引CS6
	299-300相続3級-奥付けと広告CS6

